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２０１７年 ７月１５日朝日新聞より

１．アスベストは髪の毛の５０００分の１

2

有害・・・と言われるサイズとは

（ 世界保健機関（WHO）の基準 ）

長さ５μm以上で、且つ細長比が１：３以上サイズまた太さは０．３μm前後

どんな病気になる？
アスベスト自体が有毒なのではなく、肺胞に突き刺さった場合
①石綿肺 ②肺がん ③中皮腫
などを引き起こす有害物質である

一般に太さ０．３×長さ５～１０μmが危険サイズ

アスベスト繊維 拡大画像

細気管支

肺 胞



アスベスト輸入量は約１０００万トン

２．当分なくならない国内アスベスト問題

3

早稲田大学 村山教授研究より

２０４０年には男性だけで十万人以上が死亡する可能性がある。

規制対象建物は３０００万棟以上、環境省は対策市場を８．２兆円と推計

H１ H10 H20 H30 R10 R20     R30    R40

令和１０年頃をピークに毎年５～１０万棟の建物が解体される



３－１．Ｈ２６年６月大気汚染防止法改正施行で建物所有者の責任が重大に！

4

環境省 改正大気汚染防止法 概要説明書

罰則規定も設けられている（懲役６カ月以下、５０万円以下の罰金）

② 石綿事前調査と説明の義務付け

③ 行政の立入検査強化

① 発注者責任が明確化

２
０
１
６
年
１
２
月
８
日

産
経
新
聞
よ
り

２０１７年 １月１７日産経新聞より



３－２．損傷・劣化しているアスベスト建材の放置は許されなくなった！
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厚生労働省 改正石綿障害予防規則 概要説明書

吹付けアスベストの放置は本来はＮＧ

②アスベスト飛散の恐れがある
損傷・劣化建材は対策必要

①工事中の粉塵測定と負圧確認

アスベスト対策工事時の負圧装置設置状況



３－３．「知らなかった、調査してない、予算がない」 はもう通用しない！

２０１７年 ３月２２日 北海道新聞より ２０１７年 ３月１５日 北海道新聞より ２０１６年１０月２８日北海道新聞より

6

アスベスト対策先進行政“札幌市”で市長減給処分！行政担当者も懲戒処分！
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３－４．環境省 大気汚染防止法改正施行（予定） 中間報告概要

①石綿調査の専門家が必須

②アスベスト取り残しチェック強化

③レベル３建材も破砕する場合は
隔離養生必須

⑤違反者への罰則強化

④作業中の粉塵測定・負圧確認の
頻度増加

⑥災害時飛散防止の為、通常使用時
にも含有調査実施の推奨・普及

２０１９年 ９月３日 毎日新聞より
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①石綿調査の専門家が必須

②解体８０㎡以上,改修１００万円
以上の工事 石綿不使用も届出必要

③アスベスト取り残しチェック強化

④ケイ酸カルシウム板第一種を破砕
する場合は隔離養生必須

⑤作業記録作成・保存の義務化

３－５．厚労省 石綿障害予防規則改正施行（予定） 中間報告概要

２０１９年 １２月 ５日 建設通信新聞より
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石綿調査の専門家が必須

解体８０㎡,改修１００万円以上の工事 石綿不使用も届出必要

アスベスト取り残しチェック強化

３－６．届出案件増大！ 今後のアスベスト法規制のポイント

作業中の粉塵測定・負圧確認の頻度増加

災害時飛散防止の為、通常使用時にも含有調査実施の推奨・普及

作業記録作成・保存の義務化

レベル３建材も破砕する場合は隔離養生必須

違反者への罰則強化

① 工 事 前

② 工事届出時

③ 工事作業中

④ 工事作業後

⑤ そ の 他

※特にケイ酸カルシウム板第一種の破砕処理に注意

※電子届出対応を予定
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３－７．法改正の要因 ～ アスベスト調査と見逃し、届出厳格化へ ～

http://www.asiapress.org/apn/2019/05/japan/asbest/

２０１９年５月 アジアプレス・ネットワークより

守口市アスベスト ずさん! 旧庁舎解体で調査ミス
続々発覚 残存、見逃しなど20か所以上

２０１９年 ５月１９日 毎日新聞より
２０１８年 ６月２２日 岩手日報新聞より
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３－８．法改正の要因 ～ 除去作業中の監視強化と含有建材確認 ～

２０１８年 １月１３日 夕刊フジより
２０１８年 １月１８日 北海道新聞より

２０１８年 １月１９日 東京新聞より
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２０１９年８月２１日朝日新聞より

http://www.asiapress.org/apn/2018/02/japan/post-57906/
堺市が煙突のアスベスト除去で取り残しを隠ぺいか

http://www.asiapress.org/apn/2019/03/japan/asbesto-3/2/

やっぱりずさん！ 堺市のアスベスト除去工事
「不適正」「粗い仕事」と第三者機関が指摘（写真6枚）

２０１９年３月 アジアプレス・ネットワークより

３－９．法改正の要因 ～ 取り残しチェック・作業記録保存、放置問題 ～
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２０１６年 ５月１６日 西日本新聞より
２０２０年 １月１２日 神戸新聞より

３－１０．法改正の要因 ～ 災害時の為にも通常時使用時に要調査 ～



４－１．法改正であらゆる建材と戸建て住宅も規制対象に

14

鉄骨造ビル（RC造・S造）

戸建て住宅

※国交省資料より



耐火被覆用吹付けアスベスト 例

吹付け仕上げ塗材（内装） 例

15

断熱用吹付けアスベスト 例

吹付け仕上げ塗材（外壁） 例

４－２．要調査！ 規制対象アスベスト建材事例 ～ レベル１ ～
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４－３．要調査！ 規制対象アスベスト建材事例 ～ レベル２ ～

折版屋根裏打ち断熱材 例 配管エルボー石綿保温材（破損）例

煙突断熱材 例 ケイ酸カルシウム板 耐火被覆材 例
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４－４．アスベストの用途 ～ レベル３ 事例画像 ～

屋根材（波板スレート） 等 天井材（プラスターボード）等屋根材（コロニアル） 等

床材（Ｐタイル、巾木） 等 壁材（サイディング材） 等 天井材（吸音ボード） 等



５．アスベストの規制動向

18

西暦 邦暦 規 制 内 容
1960 昭和35 ・ じん肺法（石綿を扱う等の作業を、じん肺法上の粉じん作業と位置付け、粉じんの発散防止、保護具の使用、健康診断等、使用者に対して勧告できる。

1971 昭和46 ・ 特定化学物質等障害予防規則(旧特化則）の制定。（石綿などの物質の取り扱いを規制）

1972 昭和47 ・ 国際癌研究機関が石綿の発がん性を指摘、国際労働機関専門家会議で石綿の職業がん発生を指摘。

1975 昭和50 ・ 石綿含有率が重量の５％を超えるものを規制対象とし、石綿の吹付け作業を原則禁止。

1976 昭和51 ・ 旧労働省・労働局長通達で、アスベストの危険性を指摘。

1987 昭和62 ・ 業界の自主規制により青石綿の使用中止。

1988 昭和63 ・ 労働安全衛生法施行規則・作業場所での飛散量を規制する管理濃度の策定。（２本/c㎥）

1989 平成元 ・ 大気汚染防止法改正（石綿粉塵を「特定粉じん」に指定し、発生施設の届出を義務づけ、敷地境界線濃度を（10本/Ｌ）とする。

1992 平成4 ・ 廃棄物処理法改正。（飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄを「廃石綿」と定義し特別管理産業廃棄物として規定）

1995 平成7 特定化学物質等障害予防規則改正。（石綿含有率を５％から１％に規制対象を拡大）
・ 労働安全衛生法施工令改正。（発がん性が高い青石綿、茶石綿の製造・輸入・譲渡・提供又は使用を禁止）

2002 平成14 ・ 建設リサイクル法（一定の大規模解体の場合、事前調査・事前措置（石綿除去）の義務付け。

2004 平成16 ・ 労働安全衛生法施行令の改正により石綿（白石綿含む）の使用禁止。（１％の石綿含有率を超える特定１０品目（建材、摩擦財、接着剤等）の製造、輸入、譲渡、
提供又は使用の禁止）

2005 平成17 ・ 特定化学物質等障害予防規則より分離し、石綿初の単独の規則である石綿障害予防規則の制定。（建築物の解体や回収作業、使用建物での対策を定めたもの）

2006 平成18 労働安全衛生法施行令の改正。（石綿含有重量の含有率０．１％超えを含有するもの（代替
が困難な一部の製品を除く）の製造、輸入、譲渡、提供、使用を禁止）

・ 大気汚染防止法改正。(石綿が使用されている建築物に加え、石綿が使用されている工作物についても解体作業等による飛散防止対策を義務付け）

・ 建築基準法の改正。（増改築時の石綿除去、封じ込め及び囲い込みを原則として義務付け。

石綿の飛散のおそれのある建築材料の使用規制。37条石綿飛散防止剤の認定その他）

・ 廃棄物処理法施行令改正。（無害化処理の特例制度を創設、アスベスト廃棄物適正処理の規制強化。

・ 宅地建物取引業法改正。（石綿調査に関する事項を、重要事項説明の対象とし書面で説明すること）

・ 石綿障害予防規則の改正。（発注者は工事請負人に対し石綿含有廃棄物の使用状況を通知すこと。 封じ込め又は吊りボルト等を取り付ける等の囲い込み作業
を行う時は、当該場所をそれ以 外の作業場所から隔離しなければならない。器具・工具・足場に石綿が付着したものを持ち出してはならない。）

2007 平成19 ・ 建築基準法施行規則改正。（不特定多数が利用する施設は定期的に調査し、特定行政庁へ報告すること。）

2008 平成20 ・
厚生労働省が基安化発第206003号（石綿等の使用の有無の分析調査の徹底）を出し、青石綿白石綿、茶石綿以外の新３種も加え全ての石綿を分析対象にする
こと）を通達。

2009 平成21 ・ 石綿障害予防規則の改正。（事前調査の結果の掲示。アスベスト含有吹付け材除去時、電動ﾌｧﾝ付きマスクの着用。石綿含有保温材・被覆材を切断する際に隔
離措置の設置。隔離措置の解 除は、石綿作業場内の粉じん処理を行った後にする。負圧除じん装置、前室の設置。

2012 平成24 ・ 石綿等の製造禁止が猶予されている製品について、非石綿製品への代替化が全て可能となったため、猶予措置を撤廃し全面禁止。

2013 平成25 ・ 6/17改正大気汚染防止法が成立。

・ 7/30「建築物石綿含有建材調査者講習登録規定」公示。→建築物石綿含有建材調査者の資格付与制度を国土交通省が創設。

2014 平成26 ・ 6/1改正大気汚染防止法が施行。 →①解体工事の届出義務者が建物所有者に変更、②アスベスト事前調査の徹底、③行政の立入対象範囲の拡大と強化。

・ 6/1改正石綿障害予防規則が施行。 →①石綿漏洩防止のための粉塵濃度測定、負圧維持確認の義務化。②レベル２建材の除去、封じ込め、囲い込み措置の
法制化。【改正大防法と整合を取る】

【参考】①1987 学校パニック ②1995 阪神・淡路大震災 ③2005 クボタシﾖック、④2011 東日本大震災



６．アスベスト問題の発注者への責任追及が始まった！

19

アスベスト規制強化

発注者責任がより重くなる

専門家によるアスベスト調査

除去 or 封じ込め 対策



① 除 去

② 封じ込め

・法改正に伴う対策建材の種類と費用負担、工期の見直し

≪ 各 対 策 方 法 ≫ ≪ 法改正後に主な注意点 ≫

・役所提出前の作業報告書の記録内容確認

・頻繁な負圧監視・粉塵濃度測定のチェック

・物理的・状況的に除去が出来ない箇所の再確認

７．アスベストの各対策方法 と 主な問題点
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・隔離養生撤去前の入念な除去確認と状況報告記録

・アスベストの耐熱性を損なわせない材料の選択

・審査証明取得など信頼性のある認定工法の選択

・作業中の粉塵抑制効果が高い工法を選択

・メーカー、施工業者等の保証がある工法を選択

※別紙 主な認定封じ込め工法と使用材料の特性 参照

・定期的な観察や地震時などの点検の実施

・建物の耐用年数以上に耐久性のある材料の選択

・浸透性の高い材料を選択

アスベストの除去作業

アスベストの封じ込め作業

・除去作業中の粉塵抑制、除去後の飛散防止の徹底
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２０１７年 １月１８日 朝日新聞より

建物外観 施工前

外壁仕上げ塗材近影

足場組・隔離養生

除去作業

剥離剤塗布

８－１．微細なアスベストの取り残しに飛散防止処理対策
【 アスベスト含有外壁仕上げ塗材 除去工事の事例 】

除去後の躯体への飛散防止剤散布
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８－２． 先進事例 外壁塗材除去後への飛散防止処理の仕様指示

【 仕様書 某自治体の工事での事例 】
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① 物理的に困難

② 長期閉鎖が困難

※ 除去が困難な主な要因

③周辺環境的に困難

※エレベーターシャフト

※天井裏面

※電気室・機械室 等

※煙突 内側

アスベスト除去は施設稼働停止が必須 周辺環境への影響も懸念される

９－１．稼働中施設のアスベスト除去工事が困難な場所→封じ込めの検討
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９－２．稼働中施設の封じ込め施工例

※天井裏面内の封じ込め作業 イメージ図 ※エレベーターシャフト内封じ込め作業 イメージ図
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噴霧作業を映像モニターで観察

煙突内噴霧作業近影

９－３．煙突断熱材のアスベスト対策 先進事例

２０１６年 １２月 ３日 日本経済新聞より



取り組み事例 札幌市 特記仕様書
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※参照



取り組み事例 沖縄県 特記仕様書
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※参照

取り組み事例 さいたま市 特記仕様書
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③十分な耐久性が確保できること

①人体に無害な形質変化させることが証明されていること

②耐熱性能を損なわせないこと

※飛散防止剤認定、審査証明、作業中・後の粉塵濃度

１０－１．各自治体が選択した封じ込め工法・材料の選択基準

⑤保証のあること

※第三者機関での実証

※第三者機関での実証

※メーカーもしくは施工会社の保証

⑥公共・民間での実績が多数あること

※施工実績、特記仕様

※別紙 主な認定封じ込め工法と使用材料の特性 参照

建設技術審査証明 事例

④作業中の作業場内の飛散抑制できること

※飛散防止剤認定、審査証明、作業中・後の粉塵濃度

アスベスト繊維（分散染色後） 人体に無害化な形質変化されたアスベスト繊維
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③ 除去・新設に比較して低コストで済むこと。

② 短工期（一週間）で実施が可能で、短期間に多くの
物件もこなせること。

① 一日も早くアスベスト飛散の可能性を無くせること。

① アスベスト建材は施設に残るので建物解体時には再度対策が必要なこと。

③ 建材の種類によっては全層に浸透しない可能性もあるので、巨大地震等
で建物倒壊時の飛散や対策に注意すること。

② 破損・劣化状況、濃度測定などの定期的な観察・測定は行っていくこと。

１０－２．自治体の稼働中施設で封じ込め対策が選ばれた理由と課題

課 題

理 由



１１．天井裏面・設備に落下・堆積したアスベストにも飛散防止が有効

30

天井裏面のアスベスト落下・堆積状況 ①

未処理での加振後
アスベスト飛散状
況

封じ込め処理の加
振後アスベスト飛
散状況

天井裏面のアスベスト落下・堆積状況 ②
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